
37.9 

28.1 

31.3 

20.5 

37.6 

31.4 

32.3 

35.9 

22.6 

22.6 

26.1 

18.6 

35.9 

36.0 

34.4 

41.6 

28.1 

29.1 

23.1 

29.4 

42.2 

33.7 

33.3 

29.1 

17.4 

24.2 

24.1 

24.1 

20.0 

26.5 

27.5 

23.5 

25.6 

31.3 

28.8 

35.4 

3.0 

4.9 

4.2 

7.2 

7.5 

5.0 

8.2 

4.5 

3.9 

6.2 

5.8 

5.8 

1.9 

1.7 

1.4 

2.3 

2.4 

3.0 

4.8 
2.0 

1.3 

1.4 

1.4 

6.3 

3.9 

5.0 

4.6 

4.3 

4.3 

4.9 

4.2 

4.8 

4.3 

4.8 

4.6 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 女性ということで、同じ勤

務年数の男性よりも給与や昇進

で低い評価を受けること

イ 企業の採用や昇進、給与

などで、外国人が不利益を受

けること

ウ 障がいのある人が結婚した

り、子どもを育てることに周囲

が反対すること

エ 高齢者の就職が困難であっ

たり、労働条件が低くなること

オ 結婚に際して、相手が同和

地区出身者かどうか、身元調査

をすること

カ ＨＩＶ（エイズウィルス）

感染を理由に、労働者が採用

されなかったり、解雇された

りすること

キ 犯罪被害者が名前や住所

などを報道されること

ク 非摘出子（法律上の婚姻関

係にない男女の間に生まれた子）

が結婚に際して不利益を受けること

ケ 民間企業などで障がいの

ある人の雇用が進まないこと

コ 外国人であることを理由に、

賃貸マンションへの入居が拒否

されること

サ 災害などの緊急時に、日本

語に不慣れな外国人への行動の

対応がおろそかになること

シ 在日外国人に地方参政

権が認められていないこと

回答総数=694 単位：％

よくあてはまる ややあてはまる どちらとも 

いえない 

あまり 

あてはまらない 

まったく 

あてはまらない 

不明・ 

無回答 

米原市人権意識調査（2022 年度）報告書概要版 

１ 調査設計  

(１)調査対象：米原市に居住している満 18 歳以上の市民から、市内の性別・年齢別構成を考慮し、1,800 人（男性 877

人、女性 923 人）を層化抽出しました（標準サンプル）。そして、回収率が低いとみられる 18～19 歳

（男性 69 人、女性 71 人）と 20～29 歳（男性 33 人、女性 27 人）については、別に抽出し追加しまし

た（追加サンプル）。 

(２)調査期間：2022 年９月９日（金）から９月 30 日（金）まで 

(３)調査方法：郵送による配付・回収およびインターネットによる回答 

※概要版につき、報告書記載データの一部を抜粋して使用しています。 

  

２ 回収状況 

標準サンプルと追加サンプルを合わせて 2,000 票の調査票を調査対象となった市民に郵送し、734 票の調査票を

回収しました（有効回収率 36.7％）。 

 
３ 人権侵害に該当する事象について 

問２ あなたは、次のようなことは人権侵害にあてはまると思いますか。（それぞれ１つだけに○）  

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さまざまな事象について、それが人権侵害にあてはまるのかとの問いに対して、『あてはまる』（「よくあてはまる」と「や

やあてはまる」の計）がほぼすべての項目で５割を超えています。『あてはまらない』（「あまりあてはまらない」と「まった

くあてはまらない」の計）は 12 項目のうち 10 項目で 10％を下回っています。『あてはまる』が 60％を超えているアからカ

およびク、ケの事象については、それらが人権侵害であるという認識が広く市民に共有されているといえます。 

ア 女性ということで、同じ勤務年数の
男性よりも給与や昇進で低い評価を受
けること 

 

イ 企業の採用や昇進、給与などで、外
国人が不利益を受けること 

 

ウ 障がいのある人が結婚したり、子ど
もを育てることに周囲が反対すること 

 
エ 高齢者の就職が困難であったり、労
働条件が低くなること 

 
オ 結婚に際して、相手が同和地区出身
者かどうか、身元調査をすること 

 
カ ＨＩＶ（エイズウィルス）感染を理 
由に、労働者が採用されなかったり、 
解雇されたりすること 

 
キ 犯罪被害者が名前や住所などを報道
されること 

 
ク 非摘出子（法律上の婚姻関係にない
男女の間に生まれた子）が結婚に際し
て不利益を受けること 

 
ケ 民間企業などで障がいのある人の雇

用が進まないこと 
 
コ 外国人であることを理由に、賃貸マ
ンションへの入居が拒否されること 

 
サ 災害などの緊急時に、日本語に不慣
れな外国人への行動の対応がおろそか
になること 

 
シ 在日外国人に地方参政権が認められ
ていないこと 



59.4
16.8

30.7
1.0

3.0
17.8

1.0
ー

4.0
1.0
2.0
3.0
3.0

14.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

黙って我慢した

自分で相手に抗議した

友人、家族に相談した

学校の先生に相談した

弁護士に相談した

職場の上司や地域の有力者に相談した

地域の民生委員児童委員に相談した

市民団体に相談した

法務局や人権擁護委員に相談した

市役所に相談した

警察に相談した

その他

おぼえていない

不明・無回答

回答総数=101 単位：％

よくある

2.6

ときどきある

12.0

ほとんどない

43.9

まったくない

25.8

わからない

12.2

不明・無回答

3.5

回答総数=694 単位：％

４ 人権侵害を受けた経験 

問３ あなたは、ここ５年くらいの間に自分の人権が侵害されたと思ったことがありますか。（１つだけに○） 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

 

 

 

５ 人権侵害を受けたときの対応 

問３－２ 問３で「１ よくある」、「２ ときどきある」を選んだ方にお聞きします。人権侵害を受けたとき、どう

されましたか。（○はいくつでも） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
      
 
 
 

 

 
                                                                                                       
 

ここ５年くらいの間に人権侵害を受けた市民は、「よくある」2.6％、「ときどきある」12.0％となっています。ここ５年くらい

の間に２割近くの市民が人権侵害を受けたことになります。 

受けた人権侵害の内容をみると（重複回答）、「職場などで地位や権限などを利用した嫌がらせ（パワーハラスメント）を受け

た」46.5％、「あらぬ噂（うわさ）や悪口により、名誉・信用などを侵害された」38.6％、「プライバシーを侵害された」

22.8％、「差別待遇（信条、性別、障がい、社会的身分等により不平等または不利益な扱い）を受けた」14.9％、「地域で、暴

力、無理強い、仲間はずれ等を受けた」13.9％となっています。 

人権侵害を受けたと答えた市民に、そのときの対応はどうされたかとの問いに対して、「黙って我慢した」が 59.4％と最も多

く、「友人・家族に相談した」（30.7％）、「職場の上司や地域の有力者に相談した」（17.8％）がこれに続きます。人権侵害を受け

ても、何もせず我慢したという市民が約６割を占め、公的な機関に相談したという市民が非常に少ないことがわかります。 



27.8

6.2

12.5

12.5

8.8

6.5

21.2

20.3

34.0

48.1

24.4

10.8

27.2

36.6

20.6

13.7

21.5

37.8

24.6

23.6

26.2

26.7

43.2

33.4

32.3

34.7

33.6

31.4

23.5

18.0

9.4

26.1

7.2

7.9

16.6

19.6

10.1

4.0

8.4

3.6

8.1

25.8

4.8

4.8

16.9

20.6

9.1
1.9

5.2
2.0

4.2

4.5

5.0

4.8

4.9

4.9

4.6

4.6

4.3

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 就職の面接で、人事担当者が

就職希望者の家族構成を聞くこと

イ 凶悪事件の場合は、未成年者で

あっても犯人の実名を公表すること

ウ 国際的にみて、日本が難民の

受け入れに消極的であること

エ 刑を終えて刑務所を出所した

人の就職が容易に決まらないこと

オ 理由にかかわらず、不法滞在の

外国人を日本国外に強制退去させること

カ さまざまな書類に性別の

記入欄が設けられていること

キ 妊娠した女性に親や夫の親などが、

出生前診断（胎児の染色体異常を調べる

検査）を受けるように要求すること

ク 民間企業で知的障がい者や精神

障がい者の雇用が進まないこと

ケ 多人数の宴会で新型コロナウイルス

に感染した人を自業自得だと非難する

コ 新型コロナウイルスのワクチンを

接種しない人を職場で同僚たちが非難

すること

回答総数=694 単位：％

61.2

68.2

62.1

80.5

79.0

21.6

19.6

21.5

9.9

10.7

8.6

5.5

7.3

2.9

3.6

1.6 

0.6 

1.9 

0.3 

0.3 

1.3

0.7

1.2

0.4

0.4

5.6

5.5

6.1

5.9

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 同和地区の地名を明らかにする

ような書き込みや映像の投稿

イ 同和地区出身者に対する差別をあ

おったり、偏見やマイナスイメージを

広げる書き込みや映像の投稿

ウ 在日韓国・朝鮮人に対する差別をあ

おったり、偏見やマイナスイメージを

広げる書き込みや映像の投稿

エ 名前、電話番号、住所、メールアド

レス等、個人を特定できる情報を流出

させる書き込みや映像の投稿

オ 個人の日常生活や人間関係など、

プライバシーに関する情報を流失

させる書き込みや映像の投稿

回答総数=694 単位：％

どちらかといえば

問題だと思わない 

どちらとも 

いえない 

どちらかといえば 

問題だと思う 

問題だと 

思わない 

不明・ 

無回答 
問題だと思う 

どちらとも 

いえない 
問題だと思う 

どちらかといえば 

問題だと思う 

どちらかといえば 

問題だと思わない 

問題だと 

思わない 

不明・ 

無回答 

６ インターネット上での書き込みについて 

問 13 携帯やスマホ、パソコンなどのインターネット上で、下記のような書き込みや行為についてどう思いますか。

ア～オのそれぞれについて選んでください。（それぞれ１つだけに○） 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
 
７ 人権の視点から問題のある行為について 

問 10 あなたは、次のようなことは人権の視点から問題があると思いますか。ア～コのそれぞれについて選んで 

ください。（それぞれ１つだけに○） 

 
  
 
 
  
 
 
 
  
  
  
 
 
 
 
   
 
 
 
 

 

近年になって人権の視点からその問題点が指摘されるようになってきた新しい事象を取り上げ、それが問題であるかどうかの

問いに対して、『問題だと思う』（「問題だと思う」と「どちらかといえば問題だと思う」の計）の割合で 50％を超えているの

は、10 項目中４項目（ア、ク、ケ、コ）となっています。『問題だと思う』の割合が 30％を下回っているイ、オ、カについて

は、市民に情報が十分に届いていないと考えられます。 

ア 就職の面接で、人事担当者が就職希望者

の家族構成を聞くこと 
 
イ 凶悪事件の場合は、未成年者であっても

犯人の実名を公表すること 
 
ウ 国際的にみて、日本が難民の受け入れに

消極的であること 
 
エ 刑を終えて刑務所を出所した人の就職が

容易に決まらないこと 
 
オ 理由にかかわらず、不法滞在の外国人を

日本国外に強制退去させること 
 
カ さまざまな書類に性別の記入欄が設けら

れていること 
 
キ 妊娠した女性に親や夫の親などが、出生

前診断（胎児の染色体異常を調べる検査）

を受けるように要求すること  
ク 民間企業で知的障がい者や精神障がい者

の雇用が進まないこと  
ケ 多人数の宴会で新型コロナウイルスに感

染した人を自業自得だと非難するこ 
 
コ 新型コロナウイルスのワクチンを接種し

ない人を職場で同僚たちが非難すること 

インターネット上のさまざまな書き込みについて、問題だと思うかとの問いに対して、「問題だと思う」の割合は、個人情報や

プライバシーに関わる情報を流出させる書き込み（エとオ）で高く、同和地区出身者や在日韓国・朝鮮人への差別をあおる書き

込み（ア、イ、ウ）ではやや低くなっています。個人情報等の流出は、自分自身にも起こりうることから、同和地区出身者など

への差別をあおる書き込みよりも自分自身に関わる事象を問題視する傾向がみられます。 

ア 同和地区の地名を明らかにするよう

な書き込みや映像の投稿 
 
イ 同和地区出身者に対する差別をあお

ったり、偏見やマイナスイメージを広

げる書き込みや映像の投稿 
 
ウ 在日韓国・朝鮮人に対する差別をあ

おったり、偏見やマイナスイメージを

広げる書き込みや映像の投稿 
 
エ 名前、電話番号、住所、メールアド

レス等、個人を特定できる情報を流出

させる書き込みや映像の投稿 
 
オ 個人の日常生活や人間関係など、プ

ライバシーに関する情報を流失させる

書き込みや映像の投稿 



（単位：％）

回答者数（人） そう思う
どちらかといえ
ばそう思う

どちらともいえ
ない

どちらかといえ
ばそう思わない

そう思わない 不明・無回答

2017年 836 32.1 20.9 22.1 12.4 9.3 3.1
2022年 694 45.8 18.0 19.3 9.9 4.8 2.2
2017年 836 25.7 17.8 29.5 14.1 9.4 3.3
2022年 694 40.8 14.3 23.8 12.7 5.6 2.9
2017年 836 12.7 22.6 32.2 14.8 14.4 3.3
2022年 694 10.5 12.2 31.8 19.3 23.6 2.4
2017年 836 19.4 22.8 27.6 11.1 16.0 3.0
2022年 694 14.6 16.6 29.1 13.5 23.9 2.3
2017年 836 20.0 31.9 31.0 8.3 6.0 2.9
2022年 694 36.3 28.8 22.0 5.6 4.8 2.4
2017年 836 17.2 23.1 38.2 6.7 11.6 3.2
2022年 694 14.4 17.1 43.1 6.2 16.6 2.6
2017年 836 9.2 11.7 37.6 14.6 23.9 3.0
2022年 694 23.6 12.0 32.6 11.2 17.7 2.9
2017年 836 5.5 15.3 27.3 18.5 30.1 3.2
2022年 694 7.6 8.2 24.2 22.5 35.0 2.4
2017年 836 30.4 25.4 23.3 8.7 8.9 3.3
2022年 694 23.6 18.2 26.8 8.8 19.7 2.9
2017年 836 25.8 30.0 24.4 9.0 7.9 2.9
2022年 694 26.1 20.2 28.4 9.4 13.3 2.7

キ 男どうし、女どうしの結婚も認める
 べきだ
ク 自分の身内が外国人と結婚すること
 には抵抗がある
ケ 自分の身内に同性愛者はいてほしく
 ない
コ 自分の身内が未婚のまま子どもを産
 むことは好ましくない

ア 結婚は個人の自由であるから、結婚
 してもしなくてもどちらでもよい
イ 結婚しても、必ずしも子どもを持つ
 必要はない
ウ 女の子は女の子らしく、男の子は男
 の子らしく育てるべきだ
エ 子どもが３歳くらいまでは、母親が
 育児に専念すべきだ
オ 妻が働いていなくても、夫は家事・
 育児をすべきである
カ 結婚したら妻は夫の姓を名乗る方が
 よい

８ 家族に関わる人権について 
問８ 次のような家族に関わるいろいろな見方や考え方について、あなたはどう思いますか。ア～シのそれぞれに

ついて選んでください。（それぞれ１つだけに○） 

※前回調査（2017 年）と比較できるア～コについて、比較を行いました。なお、2022 年調査の数値は「標準サ

ンプル」のみで表示しています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

９ 全体を通して 
 

今回の調査では、前回調査に比べて、市民の人権意識が高くなってきているという結果が多くの項目でみられ

ました。その一方で、近年になって問題点が指摘されるようになってきた人権課題については、問題意識が低い

という傾向が認められます。また、この概要版では示していませんが、日本国憲法で定められている権利につい

て、誤解している市民が少なくないという結果がでています。 

問２（人権侵害に該当する事象について）や問 10（人権の視点から問題のある行為について）では「どちらと

もいえない」という回答割合が高い項目がみられました。特に近年の新たな人権課題を取り上げた問 10では、

「どちらともいえない」の割合が 30％以上の項目が多くなっています。「どちらともいえない」は、回答者に判断

する知識や情報が少ない場合に多くなるという傾向があります。したがって、『あてはまる』や『問題がある』の

割合が 50％を下回り、「どちらともいえない」の割合が高い項目については、情報提供につながる市民啓発が特に

重要であるといえます。 

 

 

 

 

※米原市人権意識調査（2022 年度）報告書は米原市公式ウェブサイト（http://www.city.maibara.lg.jp）から 

ダウンロードできます。 

発行：米原市総務部人権政策課（2024 年３月） 
電話：（０７４９）５３－５１６７（直通） ＦＡＸ：（０７４９）５３－５１４８ 

多様な家族のありようを認め、性別役割にとらわれない見方や考え方（ア、イ、オ、キ）については、「そう思う」の割合が増

加しています。とくに、キでは「そう思う」の割合の大きさが２倍以上となっています。これに対して、いわゆる伝統的な家族

観や性別役割観を肯定し、外国人との結婚や同性愛者を忌避する見方や考え方（ウ、エ、カ、ク、ケ、コ）については、「そう思

わない」の割合が増加しています。このように、この５年間で、多様な家族のあり方を容認し、性別役割分担や３歳児神話（子

どもが３歳になるまで母親は育児に専念すべきだという主張）などに否定的で、同性愛者や外国人などに対する忌避意識を持た

ない人が増えたといえます。また、年齢別で比較すると、若年層の方が多様な家族の在り方を容認している傾向があります。 


